
““””’””””‘”‘“'“”””‘‘“””””“””‘””””'““””””””“”””””‘‘”‘””‘‘”“”‘“‘””‘‘’”“‘”‘’‘“””‘’‘’““‘‘ ・・・・・・-・・ー・ ・・・・・・- •と一~ 一 料---：＇‘‘“‘‘’’‘‘“

アフリカの共同市場

Great Britain Colonial Office. East Africa: Report of the Economic and Fiscal 

C ommission, London, Feb. 1961. Cmnd. 1279. 
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という点で非常に輿味のある資料である。共同市場とい

えば， ヨーロッパ経済共同体(EEC)のことがすぐ息い起

こされるであろう。 EECにおいては， 先進諮国閻の重

とした，きめのこ］：かい国際分業休制を

譴｛とする屯ー市場の構成が主たる間題であった(JEEC

外対罰Iflりな糾1びを示

し，イギリスの参加もすでに時期の間也と／人られるにい

にっに。したがって今年から共同叶i場は第2の段1他＼；へ移

行しようとしていると考えらiしる。

のように西欧先進国といj)れる1:1、9|々 が大きな経済発

展な示しているのにひきかえ，低開姶着i¥l(J）それは近々

として進まないのが実状である。しかしそれら後進諮国

の間においても，最近になって共同i9|i場，あるいは経済

協力檬構を設立して経済成長を進めようとする動きがノ人

られるようになってきた。先進諸国間の共同市場とこの

よう；1は後進諸国間の経済協力機構とは，その性質が根本

的に途うとも衿えられるが， とにかく現実にぱラ

アメリカにお｛｝る共同 r!i場の構想はか八：り几休化さ｝し

きており，アフリカでし同じよう心動きか入ら」し芯＾）r.）と

くに東アフリカでは， イギリスの・i机民地であるケ

ウガンダ， タンガ‘ニーカの 3地域が， イギリスilli民政第

の追産として一穂の共同市場を構成したJ：・文それぞれ独

立に向かって動いている（クンガニーカは1961年12月，

このようなii[［民地という特殊な市梢がある

にしても，東アフリカ共同由場は後巡国の共同市場形成

に共通なi廿1}国のいくつかを1}、1在さ＋J_-こいる。そり）揺味で

る：こ際しても十妙

この報告書（通称 RaismanReport)を提出した東ア

フリカ経済財政調在団は，レイスマン (Jererny Raisman, 

ブラウン (A.J. Brown)，トレス (R.C. Tress) 

の 3名によって構成され，イギリス植民地相iこよっ

命されている。この調査団は1960年7月14日より 9月9

日にわたり，同地域の官吏，実業家，一般大衆から事実

の聴収などをして現地調査を行なった。その調査内容は

次のよう

1. 東アフリカ

カ，およ

(1)各地賊の農産物，

アフリカにその真う

(2)地域間の13し］税，消費税，所得税の割り当てをも含む

財政・金融上の統一性を確保し，

(3)東アフリカ高等弁務府 (EastAfrica High Commis-

sion)のために， その管理下にある種々のサービス

し，各地域にその

2. 現存する規程の有利，不利，およびこれら規程が

全地城の利害に公平であるかを考慮し，必要な調整，修

正を勧告ずる。

この報告占は次の7章より成っている

第 2窪は東ア、フリカにおける共通の経済お

いう題で東アフリカ

第 3窪で共同市島の利益と不利益，第 4

コモン・サービスと各地域，

し，第7章

ー よび

東アフリプ）高窟弁務J付は1947年の法律、(Orderin Co-

uncil)によって設置が定められたが，ここにいたる主で

には長い歴史があった。第 1次批界大戦後，イギリスは

東アフリカ植民地間の経済聞発，調査，通信についての

協力の必要性を感じていた。この間題を討議するため，

1926年にはイギリス植民地相，ケニア，ウガンダ， タン
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ガニーカの各総督が初の合同会議を併lき， 19B2年にいた り，高等弁務府の認可なしに議案を提出することはでき

ってこのような会議が恒久的なものとされた。また、との ない。

ために恒久的な事務局の設置が要諮され，東アフリカ全

体を扱うサービス機関の設附を考應する要峨が出され

た。

第 2次大戦中，イギリス領東アフ 1)力は戦争遂行のに

めの緊密な協力と，その資源のプールを余儀なくされた。

これにともなって総督会議の下部機構け：拡張され，東ア

フリカ全｛本を基盤とする種々の檬関が設骰されに。この

結果，戦争終了直後にこれら協力機関の再検討｀が要諮さ

れ， 1945年にイギリス植民地省は報告古を提出して東ア

フリカ高等弁務府の設置を求めた。この報告潜「東ア

リカの地域間機構」 (Inter-TerritorialOrganization m 

East Africa, Colonial No. 19.L)は，以前の総督会議が

多くの欠陥をもっていることを指摘し，経済協力と地域

共通のサービス檬閲連営のために共同立法議会を含む行

政的・司法的始礎としての高等弁務府の設立を勧告した。

しかしこの ColonialNo. 191は，主としてケニアの商

工業界の反対にあって受けいれられず， 1947年に植民地

相は高等弁務府の権限を弱めた修正案(Intcr-Territorial 

Organization in East Africa-Revised Proposals, Co-

lonial No. 210)を提出しに。この修正案を猜礎として

東アフリカ高等弁務府法(EastAfrica High Commission 

Order in Council)が制定され， 1948年 1月 1日に発効

をみて，高等弁務府は活動を閲始した。この法律はその

後数回にわたって修正されたが，甚本的な構成はその

まである。高等弁務府はケニア，ウガンダ， タンガ‘ニー

カの 3地域の総督により構成され，ケニア総督が総括に

あたる。実際の運慇は主席行政官に委任され，次のよう

な行政官の組織をもっている。

(1) 主席行政官

(2) 

(3) 郵政長官

(4) 法務長官

(5) 財政長官

(6) 

(7) 主席行政秘書官

中央立法議会は， i埒等弁務｝fiによって任命される議長
よび次の議員によって構成される

(1) 7名の職権議員（上記の行政官）

(2) 6名の指名議員（各地域の官吏より任命）

(3) 20名の民間議員

中央立法議会の立法範間は 18の項目に制限されてお
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のコモン・サー

れた。これらサービスの内容を分類すると次のようにな

る。

1．． 連愉および通信

(1) 鉄道，

び沿岸航路）

(2) 郵便および電信

(3) 航空翰送

(4) 民間航空および気象関係

（こ九に1月辿した道路およ

2.. 

(5) 閃税および消投税の徴収

(U) 所得税査定および徴収

3． 経済および統計サービス

(7) 経済協力局および悔外東アフリカ代表部

(8) 統計サービス

4. 調府

（！）） 農業および礁業調査

(IO) 炭療関係調在

(11) 工業調森

(12) 氣象局による闊鉦

5. ービス

(1悶 東アフリカ図書局

(14) 東アフリカ皮革局

(lG) 砂没昆虫調査（コントロールを含む）

6. 一般事務（ロンドンの東アフリカ事務所およ

立法議会を含む）

-j t，らのサービス機構のう恥東アフリカ

構 (EastAfrican Railways and Harbours Administra・ 

tion)，郵便電信機構(Postsand Telecommunications Ad・ 

ministration)，および東アフリカ航空会社 (EastAfrican 

Airways Corporation)は独立採算翡1]であり，他のサービ

り当てを受ける。

高窮弁務府基金はイギリス本国からの資金供給（l．政府

予算， 2．植民地開発福祉基金， 3 ．大蔵省贈与—Exchequer

grants)と，東アフリカ 3地域の政府か

としている。

II 
・不利益

東アフリカにおける共同市場は高等弁務府よりはるか
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もっており， 1917年にケニアとウガンダの

l'l由貿易制がしか』し11り地域の悦関が統合された時：に

と考えられる。タンガニーカのこの共同市場へ

1922左ドには 3地域の対外共通関

された。 3地域間の物資の移動は無関税であ

り，税収入を各地域へ分配する時の計

た。、1947年の高等弁務府法では，

ことを決定したにもか

かわらず，虞税率は各地域が決定することとなった。し

仁がって共通悶税率をとるためには，

って調整しなばればならなくなったが，現状

では「見l税率の地域差はあまり重要でない項目にのみ存在

しているにすぎない。生産要素（））うわ，

l'.I由であり，東アフリカ

とによっ られてしヽる。土

の管j!fl11ilがもう (-j-られているが，労働

の移動はアフリカ人の場合はほとんど自由である。

共同叶政易の利益は，（1）最適地にJl危業が起こる，（2）大規

り大きい市場をつくり出して規

るh利を店受できるとしヽう、＼圧にあると考

えられる。東アフリカは市場の規校としては大きく直た

あらゆる気候条件，異なる程疫の技術の外

布をらっている』<hij巾場を構成する 3

仕会伯Il炭は互いに異なり，その特化の

あるといえる。市場の規模は第 1夫の

第 1表
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＊推定，実際は50万くらい多いと思われる。

ケニアの入の褐合より 2

タンガニーカあるいはウガンダのみより 3倍大きくなる

ので，全地域に効果的な箪―市場ができれば，製遥業は

とくに規模の有利性を享受することができる。

ぐれでは東アフリカは布拗な単・＇--・・!'|鳴と・なりうるであ

うか。第 2表および第 1図は地域間貿易のパターンを

示したものである。

うちの 6~ 8 %, 
金額にして2(）00万ボンドが地城間貿易にまわされたこと

が記録された。東アフリカ生廂物］）海外への輸出は 1

億、2000万ポンドと見柏もられており，地域間貿易の約6

倍の大きさをもつ。しかしつぎの 2点は注意されるべき

であるう

干っと安定して沿り， 主た大部分の第 1次産品の地域間

貿易依存率は低いが，第 1次産rいのあるものおよ

品にとってはかなり高くなっている。

東アフリカでは生存経済以外の第 1次産品の大部分

（コーヒー，綿，サイザル）は輸出向けである。しかし

ケニア裔地の産物は，他0)2地域で消費

2分の 1, ミルクの 3分の 1,)隊の

7分の 1はなんらかの形で他の 2地域で消費される。

ウガンダ，タンガニーカi1位のクバコ

第 2表 東アフリカ貿易パクーン (1959年）

関税および消費税を除く

（りi｛ゞL： 1, 0(）（）rドン／ド）
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棗アフリカ地域間の！！iり移動 (1959年）
怯l，悦およU;＼li'i四tBiを除く
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北同市場地域間で窄 F!--よ勿、さ41，アニ）は東） ］ I)カのタパ ら札る程度である。このよ

コ生産の約3分の 1を泊費して tヽる。＇、とのほかにとうも 域の生産の発展の差と， lit界市場が各地域に与え

ろこし，家畜，畜）li勺協，砂粕も地域間で相当鮒貿易され の差り） 2つとみられる。各地域の輸出が総生J危に占める

ている。 隅合は，ケニア15%，タンガニーカ25%，ウガン

地域間(/)貿易にもっとも大きく依存しているのは製辿

IIil＼である。ケニアの製造111i11の4分の 1が他の 2地域で梢

'費され，靴およふ＾シガレぃ；卜は2分の 1以上，酪乳製品

3分の 1が泊費さ；Ilている。ウガンダの製辿贔のう

おでは，綿製．IIIIVI:．}い） 3分の 1がケニアに， シガレット

牛産の 3分02がケニアとタンガニ…力旦送られる（主

たウガンダの発電是の 40％はケニ られている）。

-0)ように製造品の分散は相当進んでおり，東アフリカ

の商l1が日位のうい対外貿易を除く総額の約8分の 1

が，共阿市場内で地域1閏買易にあてら；iしていると入てよ

い。

虎にi11]外より幅人さ」した物賓か，地域の桃な越えて他

リ）地城で最終的にiiり費される内Il合も高く 22％に逹する

/！しも共l1UTli場の 1つの効呆を示ずも(）)と考えら］しる。

とし

とすることによって，

統けることがでぎるり)で，：共同市場（））存続は強い投賓誘

囚となっている

共同i!i場が利益を心にり『こと｛よ， この地域仝（本の実

質生産高の成長率が非＇常に高いことによってもわかる。

1952,.....,54年心ヽ ら1957.........59年の 5

とげたが， こ¢)成長率はほとん

も高いものであった。この成長の 3分の 1は愉出価格の

愉入価格に対する相対的な下落により失われたが，それ

でら平均什：．活水期は年に 1％の上外を示した。この実紹

からも，東アフリカ全（本としてゥ入れば共同市場が打益で

あることは疑いえない。

しかし共同市場の各地域をより細かく観察すると経済

成長が均等に行なわれていないことが見い応される。国

内総生産の成長率ではかった各地域の成長の違いは，

1952~54イドカヽら1957,..,_,59年の 5年間に， ケニアにおいて

56%， タンガニーカにおいて28%，ウガンダにおいて15

％といった差となってあらわされる。同一期間における

人口の増大は，ケニアおよびタンガニーカ 9%， ウガン

ダ12％である 0 1人当たり

ケニアでは40％近く， クンザニーカではケニアの半分以

下，ウガンダではほぼ変化なく，いくらか増加したと

90 

成長の低かった地域ほど翰出依存度が高かったこと

してしヽ る。こ；！l i/i|lt界市J易におげる輸出J.li臼1ii1()）が利

化が原囚となっているのであるが，

らのとして交易条件の低下の調1J合を見ると，ケニア19%,

タンガニーカ10%，ウガンダ31％と， ウザン

の1且：界市場でのlilli格のが利化が 1」]こっている。し］こがっ

て前述の期間「l叶こは， 3地域とも生産額は削大し｀／こが成

し， 1人当たり平均所得および投臼

率の格差心拡大することになった。さらに課税能力とそ

の地域の政附文出とり）アンバランスが生じる結果にもな

った。

ケニアの急速な成長iよ共l11Jrli場応負うところ人なるも

が， こり成応よ他り 3 地域のと•,}しはど 0) 艤牲(})

えに成り立っにものであ八うか。 J刑論的にはケニアの

利益が他地域の不利に入る 2~、)の場合がありうる。第 1

には贅本あるいは企菜が， ＇）ガンダまたはクンガニーカ

にいくべぎところをケニアにり！きつけられてしj：っ！こ場

合，第 2にウガンダあるいはタンガニーカが外国から安

く買える i跨品をケニアから買 j)ねばならな I✓

を受ける場合である。

この 2つの楊合をもilぞiし実枷こ陥 I．うして検討・してみ

よう。第 lo)点では，ケニアは 3地域のう

力をらっているが，多くの企業にとっては、， 3 

としてもなお購賀力の不足を感じており，ヶ

さ］した企業が共同市場がなかっ

jけこであろうという可能性．は少なし‘o

業がケニアに移った尖例としては， 1956年1こウガンダか

らタバコ工場が移った例があるが， こりような例はよれ

である。

第 2の間題はより複雑である。ケニアか

り高い物資（製造品および農J！危物）を買う

が生ずる。しか

活気づける。したがってケニアの賠買力は上外し，その

ある音15分は他地域からの購人にあてられる。

うほ

益はないわけである。ウガンダおよびタンガニーう）から

のケニア1ij（ナ生産物の移動（タパコを除く）は， 1955,,...,

59年の間に 150万ポンド近く，
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を：／人ている (l()(）万ボンドはウガンダから， 50万ポンド

ガニーカから）。これはケニアの翡府買力の増大が

げす利益が1・分大きしヽことな示すものであ

7 ~) 0 

税収入のi面にツー）いては，以前輸人されて

杵されることにより閃税収入は少なくなるが，所得およ

←とにより所得税・

大する。殻近の経」炭にエオ

工業の移動がなかっ；］こ；裟らば，ケニアの発展はウガンダ，

ダンガニーカの税収の増大をもたらしたであろうと考え

ら』しるe しかしこの場合紐揺すべきことは， ウガンダで

アフリカ人は所得税を免除されており，その税収は輸

出税に大きく依存しているに喜共同市場によっても

らされる所得変化：こ敏感でないことである。とらかく現

J¥0)｛氏―l汀ま，なんらかの方法で矯正さオしなければならな

1、
v e 

I!I ] 1、:h 内り）悦l

東アフリカ市場は，｛l囁':：・交易活動が市場経済の諮））

で完全応質か9|L ←ct ヽるという］訊味での統•市場りヽらはほ

ど辿し、。そ」いよ各地域政）ffが高ぐ笠弁務Jfl．のI幼力を得て，

あるいは爪独に市場に介入する次の 30の方法をとって

しヽることからも明らかである。

(1) 法定阪化機構 (statutorymarketing authoriLies) 

(2) 政府の生）i危企業参加 (stateparticipation in pro-

(3) 工業設設許:ii［状（indu,:;trial

共jT1j市場搬構に対する 各地域

料 ””99Z-‘””‘?‘-9-99クタ-:

に関してウガンダとタンガニーカから，ケ

物（小麦粉，牛肉，ベーコン．，ハム，バター，チーズ，

バク油）は不当に高い価格をつげられていると非難され

小麦を除いて

はケニアの農僅物は愉入！Ill]より安いという

パター，ベーコン，ハムの場合（非常に短い一時期をの

），翰入品の関税を取り去ってもケ

安いと主張している。しかしケニアにしても，輸出品の

f. 0. l)．価格は同一産品を共同市場内で販売するときの

価格より心相当低い場合があるということを否定しては

いない。たとえばロンドンにおいてはケニア脱品は他国

｝）位品と競争しなげれぼならず， したがってケニア旅，11M)

愉出{.0贄h価格はilt界市場価格から輸送費，保険費，，介

庫費九どを恙し引いたものとなる。もし東アフリカに競

地域内の阪尤価格は，このf.o. h．価格

で押し下げられるはずである。 f.o. l)．価格と地域

法定販売機構が地域内での

している結果である

小友の場合は，輸入小麦粉（にとえばオーストラリア

¢位）の方がケニア産のものよりずっと安い。ウザンダあ

るいはタンガニーカがすすんでケニアの高い小よ粉を買

うためには，ケニアがウガンダの砂副を愉入社hより高い

価格でも買うとし‘ったような地域間の調整に主つはかは

なし‘c

(2) 政府の生．）菫企業への参加は にわた

(）)これら介入り方訟り叶ii迫による利害り）不一致からし＼

起こされている

(1) 東アフリカ全地域で，マーケッティング・ボード

は農舷物の販売に重要な役割をはにしている。輸出作物

を扱うものはとくに重要であるが，翰出に［関するかぎり

iし主で地域間り協力はスムーズに行なわれてきた。そ

り） 1fUとしてケニアの綿とロパスタ・コーヒーは， ウザ

ダの綿およびコーヒー・ボードを通して阪売されて

という事実をあげることができる。間題は作物が共同

市場内で消費されるときに起こる。ウガンダは輸出作物

の比重が大ぎく自由貿易主義を主張する立局にあるが，

ケニアは東アフリカで泊費される生廊物の比玉が大きい

りで，対外白由貿易をそれほど前提として考えたがらな

り， とくにウガンダI}廿発公社 (Uganda Development 

Corporation)の活動を通じて活発に行なわれている。こ

のlhiでら法定阪光機構と同様の間題が起こることが考え

られる。

fliii愉入の際の閃税免除などをめぐっ ． 

•l生が弧い。しかし実際には， これら生産物の地域間貿易

り）餓が主だ小さいため， 1切辿ははとんど起こっていな

没1-・ti 

し9‘o

(3) 企業設i筏許可{lil]は， 1948年に各地域に同様な法令

が制定されたときに始立り， 1952,....__,53年に現在の規定が

でぎた。東アフリカ工業委員会 (EastAfrica Industrial 

Council)にこの許可状を発行する権限が与えられている

て叶吋打者の利益と東アフリ

るように望主れていた。最初は最適地へ

ーとができるような禎極的な計匝があっ
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たが， 1949年には場所を選定する権限は放棄された。現

在では許可阻Ilしま9ド実上既成の企業に対抗する競争者の出

ぐために横いており，工業化0)遅れた地域（とく

タンガニーカ）の委員は，競争的な新規工業を認可し

たがちない。許可制の活動範囲はこのような理由からj|．

'常に狭く，東アフリカ全体としての工業発展にはあまり

有用な働きをしていない。この許可制は，各地域が同寇

した仝体的開発1;i.|lhiの設定なしには成功の可能付・:l,、よな

い。

の2点と同じである。すなわも独占的購入および販売の

機構，許可制などは，すべての者の売買の自由という共

とは異質のものである。共同市場に

は独占あるいは許可制による困難を持もこんではならな

い。

IV 吟

rJ
 

虞でに検討した事項を祖

てしヽ る。共

うに，

1 東アフ 1)力を1札ー市場の方向へ実質的に向かわせ

たことによって生）雇品の大きな部分（とくにタバコ，酪

製品，製造品）が共同市場内で貿易され， 主たi紐外から

の輸入礼i＼の 5分の 1以上が市場内の他地域に移動され

た。

2 東アフリカ市場は，製造業にと

な市場規模となっ

3 このため東アフリカ全体としてi摩，愉出市場での

不利化にもかかわら汎急速な国内総生j笙の上外が起こ

て）

4 成長率は各地域で非常な差があり，ケニアは他地

域よりずっと大きく成長した。しかし他地域が共同市場

内に障壁をもうけることによってより以上に成長する

とができたかどうかは疑間である。

5 地域による特化の傾向は，過1旦よりも将来の成長

を期待させる。

直た共同市場に対する不胸は主．として次の 3点しよりな こ

る。

a 辿商の人工的陣害より

阪売機構］またんらかの規郡のもと

る）。

b 1仕界市場価格の悪化による経済上，財政上の困

（法定

難；。

C 各地域の共同市場の利益分配の不均等Q

-(/）ような欠litt『を除くため，次のよう

密化が勧告されている。

1 凡記の併項を含む地域間貿易り）ー・般的原則の調

整。

(1) 地域I甘j貿易の制限および然止は，一方的に、決定さ

;| Lないこと。

(2) 生産品を舶出f.o. b. (1lli格より

域に売らないこと。

(3) 地域間の販売政策は共通である必要はなく， 1地

域が他地域の欲しない生産施設を拡張しようとする

ときは，その生産物価格を上げないように直接資金

ぐ補助の方法をとる。

2 地域間の政策濶整けヽ9

よって行なわれるべきである。

3 前述の会議は， 1]地域の利益に偏しない経済栂閲

および事務局によって助け応れ，また，

済協力局は，この目的にそうよう拡張されるべきであ

る

4 」・業設罹揺'「4II状は， しには効果

的に行なわiしえない。許可状はできる応けはやく廃止さ

れるべきである

税収入の再分配をはかるための基金設置の提案

共同市場を保持するためには，

度矯正する

い。この再分配は税収入をプールすることによってもっ

とも効果的になされ・ると考えら九る。その財源とし

は，

(1) 

40% 

(2) 

よび金融業からの企業所得税り）

泊費税収入の6%

の多くのコモンサービス機関のより

することができる。この基金(distributablepool) 

弁務府によって運堂され，他の基金とは別に管理される。

システムと比較してみると次

り，そこから徴税経費と

り当て額を支払う。残額は各地域に残され

る。
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。各地域は関税および消曹税収

企業所得税のうち製造業，金融業によるもの

の60%，他のすべての所得税の 100％を受け取り，残り

各地域および基金は，その受け取

甚金の受け取りは徴税

3 : 1 : 1 : 1の割合で分配される。

第5表は， この 2つの案を比較して各地域の収入の増

減を見たものである。

第3表現在のシステム (1960,...._,61年推定）

（単位： 1,000ポンド）
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第 5表 とJ見1E())システムの比較

: 1,000ポソド）

差 額

10, 780 1, 485 
11, 025 1, 605 
.. I..  

120 

第 5表で見Fれるように，勧告案の実施によって，短

期的にはケニアの税収入は現在より減少し，タンガニー

カ， ウガンダの税収入は増加する。ま

額の余剰金を期待しうる。各地域政府のよう

を行なうことができる機構と異なり，．

と改称され，

よう

な機構にとっては，支出を上まわる収入で連転資金を釈

み立て，一時的な収入の低下をのりぎることがでぎるよ

う準l1ifiすることが必要である。

ぎt¥
 ヵ

i
/
J
 

おヽ¢

されたのお，東アフリカには大彦な政

治上の変化があった。それは1961年12月9日にタンガ

ーカが独立国の旗をかかげたことである。これに先だち，

1961年 3月のタンガニーカ憲法改正会議で，首相のニエ

レンは独立後も東アフリカ高等弁務府の存続を希望し

た。そしてこの提案をめぐって同年6月19日から27日に

わたり，イギリス柏民地相，タンガニーカ代表団，ケニ

ア， ウガンダ両国政府， ケニア・アフリカ人民族同盟

(KANU)，ケニア・アフリカ人民主同盟(KADU)，ウガ

ンダ民族党 (UNP)，ウガンダ人民会誠党 (UPC)，東ア

フリカ高等弁務府首脳部からなる会誠が「開かれた。この

結果，タンガニーカ独立と同時に高等弁務府は東アフリ

カ・コモンサービス機構(EastAfrica Common Service 

つ

1,605 
... 

1,605 

たうえ， 3地域は平裕の立場で共同機構に参加すること

に決定をみた。

共同市場を構成ずる 3地域が全部独立した暁には，

の機構はどのように変化していくか，東アフリカ連邦は

形成可能であるか，それは低開発諸国ならびに全世界と

どのような関連をもってゆくか，これらはいずれも将来

な課題である。

（アジア経済研究所調査研究第 2部 古ITI昌夫）
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